












What is necessary for the revitalization of the forest 
after the nuclear power station disaster? :




 6 years will have passed from the Tokyo Electric Power Fukushima Daiichi Nuclear Power Station 
accident and the Japanese government has moved forward by allowing some residents to move back 
to their homes. Starting in spring in 2014, some evacuation zones were remarked as safe areas. But as 
reconstruction still needs to be done in these areas, there are not enough jobs for residents. Because of 
this I focused on forestry which is one of the foundation industries in mountain areas. I looked back to 
the forestry situation after the nuclear accident and analyzed the reconstruction and problems associated 
with it. Whether allowing residents to return home is related to the revitalization of the forest, forestry 
and mountain village depends on the continuation and the possible resumed use of the forest. Developing 
a policy which has strengthened environment protection and job creation is needed. It is important for the 
policy to indicate the structure of reconstruction for the forestry industry as well as a way to facilitate the 
restoration and enhancement of the natural environment for people who wish to return to the land they 
used to live on.








































2017 年 3 月末までに解除する方針を示し（「『原
子力災害からの福島復興の加速に向けて』改訂」









































































  2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年
木材生産 
針葉樹 734  717 620 581 527 485 516  563 
広葉樹 195  187 205 152 90 78 101  81 
計 930  904 825 733 617 562 617  644 
薪炭生産 23  24 18 20 11 10 7  6 
栽培きの
こ類生産 
しいたけ（生） 310  296 316 347 167 99 153  172 
しいたけ（乾） 19  19 14 13 3 1 0  0 
その他 125  119 127 133 73 66 78  111 
計 454  434 457 493 243 166 231  283 
林野副産物採取 4  1 1 3 1 1 0  0 




地 域 農林事務所等 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
 県 北 56,755  63,721 72,449 69,303 68,396 66,975  56,181 
中通り 県 中 171,244  175,405 149,006 132,363 133,083 150,235  143,908 
 県 南 143,404  153,554 157,462 190,714 196,099 208,570  198,994 
会 津 
会 津 62,696  67,447 62,008 63,808 61,512 70,380  73,000 
南会津 28,638  32,389 27,910 28,875 35,736 37,622  34,495 
 相 双 24,812  34,124 32,122 10,315 9,959 10,861  9,141 
浜通り 富 岡 43,977  49,423 42,202 6,133 0 0  40 
 いわき 214,478  211,902 219,869 189,600 196,181 205,328  194,642 















2007 年度以降 1 万 2 千 ha 台で推移していた民
有林の森林整備面積が、2011 年度には 7,387ha
へと落ち込んだ。その後も、2012 年度は 6,256ha、








































地域 農林事務所等 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度
 県 北 48.58  35.95 22.97 18.30 28.33 44.37  31.89 
中通り 県 中 170.47  303.39 207.44 122.54 103.50 43.62  78.58 
 県 南 16.48  8.40 2.10 4.34 9.55 4.79  8.39 
会 津 
会 津 5.26   8.68 13.26 15.72 16.72 18.58  9.00 
南会津 0.12  1.54 1.51 0.00 6.11 8.46  0.80 
 相 双 57.73  59.04 22.32 5.90 4.18 17.84  10.09 
浜通り 富 岡 43.06  28.68 15.49 0.00 0.00 0.00  8.04 
 いわき 43.35  62.63 55.38 37.96 46.17 28.26  18.53 




地 域 農林事務所等 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度
 県 北 685  809 433 863 402 287  208 
中通り 県 中 1,920  1,858 1,462 1,327 1,017 778  624 
 県 南 859  913 628 901 389 316  526 
会 津 
会 津 1,054  1,175 975 1,274 709 701  843 
南会津 800  801 651 1,050 853 706  881 
 相 双 723  684 352 437 118 101  109 
浜通り 富 岡 361  379 89 223 5 2  0 
 いわき 1,295  1,415 765 891 630 662  556 
計 7,697  8,035 5,356 6,966 4,123 3,553  3,747  
  出所：『福島県森林・林業統計』（福島県農林水産部、各年度度版）。
 注： 1）「造林面積」とは人工造林、樹下植栽の実施面積である。
2）「間伐面積」の 2011 年度の実績には 2010 度の繰越分を含む。なお、2009 年度と 2010 年度
の「計」は有効数字の処理の関係により表中の合計値とは一致しない。
















合員数 9,066 人、組合員所有森林面積 30,857ha、
常勤役職員数 18 人）4）と、宮城県境の太平洋沿
岸を組合地区に含む相馬地方森林組合（正・准組






















森林組合 事業年度 事業総収益／年 事業損益／年 東電損害賠償収入／年 当期剰余金／年
双葉地方 2006～2009 年度 591,209   17,090 ― 10,763 2011～2015 年度 239,718 ▲31,124 128,689 14,947 
飯舘村 2006～2009 年度 109,186   ▲246 ―   408 2011～2015 年度 152,133  ▲8,209  55,082 26,765 
相馬地方 
2006～2009 年度 263,907    3,326 ―   903 
2011～2015 年度 478,405   57,523   7,965 27,929 
ふくしま中央 
2007～2009 年度 970,024   35,720 ― 23,572 
2011～2015 年度 896,917 ▲41,296  68,377 12,319 
福島県北 
2007～2009 年度 713,705  ▲1,412 ―   866 




2） 表には、東日本大震災が発生した 2011 年 3 月 11 日を含む 2010 事業年度を除く震災前後
10 年間の年平均値を示した。なお、各組合の事業年度は、相馬地方森林組合が 5 月 1 日～ 4
月 30 日であるほかは、すべて 4 月 1 日～ 3 月 31 日である。
3） 2006 年 9 月に合併して設立されたふくしま中央森林組合は、2006 事業年度の事業期間が 7 ヵ
月間だけであるため、表には 2007 事業年度から 3 年間の年平均値を記載した。また、2007
年 4 月 1 日に合併して設立された福島県北森林組合については 2007 事業年度以降 3 年間の
年平均値を示した。
4） 「東電損害賠償収入」とは東京電力株式会社から支払われる損害賠償金のことである。表には、







の大部分が「東電損害賠償収入」であることが判明したため、2011 ～ 2015 年度の「雑収入」
の全額を「東電損害賠償収入」とみなすこととした。















































賠償金は 2011 年度が 4,452 万円、2012 年度が
2,008 万円、2013 年度が 1,816 万円、2014 年度





員所有森林面積 4,748ha、常勤役職員数 6 人）は、
飯舘村のみを組合地区とする 1 村 1 組合型の森林








　同森林組合は、東京電力から 2011 年度は 1,361
万円、2012 年度は 1,779 万円、2013 年度は 8,058












































































































































は 63.1％（小数点第 2 位を四捨五入、以下同様）
である（「福島県の除染対策について」福島県生













 ふくしま森林再生事業 森林除染事業 
担当省庁 農林水産省（林野庁） 環境省 



















  出所： 「平成 25 年度第 1 回森林の未来を考える懇談会資料」（福島県農林水産部森林計画課、2015 年
7 月 9 日）。










区域に指定された 40 市町村のうち森林のある 39
市町村、対象面積は 183 千 ha と民有林面積の約






















































約 297 千 ha 
0.23μSv/h 以上 
約 265 千 ha 
       
森林整備エリア 
約 297 千 ha 
森林再生エリア 
約 183 千 ha 
森林除染エリア 
約 82 千 ha 
除染特別地域（国直轄除染）約 35 千 ha 
汚染状況重点調査地域（市町村除染）約 38 千 ha
荒廃森林等（市町村）    約 9 千 ha  
出所： 「重点プロジェクト（ふくしまの森林元気プロジェクト）の推進について」（福島県農林水産部、
2013 年 2 月 8 日）。






































　国は 2015 年 6 月、「原子力災害からの福島復
興の加速に向けて」を改訂し、居住制限区域と
避難指示解除準備区域の避難指示を 2017 年 3 月
までに解除する方針を示した。この方針に基づ
き、2015 年 9 月に楢葉町、2016 年 6 月に葛尾
村と川内村、翌 7 月に南相馬市で両区域の避難指




2017 年 3 月末で原則打ち切る。
　帰還を促す動きが強まる一方で、避難指示が先






による精神的損害の賠償（1 人当たり月 10 万円）















































































総収益の 10 億円から賠償年度の 7 億円を除いた

































　こうした中で、国と東京電力は 2016 年 9 月、
2017 年 1 月以降の農林業にかかわる損害賠償の
方針を示した。その内容は、避難指示区域内では
原発事故前の年間利益分、避難指示区域外では事










り（福島民報、2016 年 9 月 22 日付）、同提案を




あり、東京電力は 2016 年 12 月に見直し案を提
示した。その内容は、避難指示区域内では「2 年
相当分」を「3 年相当分」に 1 年分上乗せ、避難
指示区域外の風評被害については現行の枠組みを






報、2016 年 12 月 22 日付）、県協議会も同案を


















































































































































































































業労働者数 8 人）では、震災以降 3 人が退職し、
その補充と世代交代を進めるためハローワークに













































り、賠償額は 5 万～ 30 万円／ ha と定められた。
賠償請求は必ずしもスムースには進んでおらず、

































て、福島県内の森林における 2015 年分（9 月
12 日～ 11 月 4 日測定）と 2014 年分（9 月 1 日
～ 11 月 7 日測定）の空間放射線量率を比較した
結果、福島県の原木伐採・搬出基準を下回った地
点が前年より 3,872 地点増え、伐採可能な範囲
が県内 21 万地点の 88.9％となったという（福島
民報、2016 年 8 月 8 日付）。県の原木伐採・搬
出基準とは、「福島県民有林の伐採木の搬出に関
する指針について」で示されたもので、その内容
は、①伐採予定地の空間放射線量率が 0.50 μ Sv
／ h 以下であれば伐採・搬出を可とし、② 0.50
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